
                   2022年 9月 4日 相良村総合体育館研修室 

第２６回川辺川現地調査集会「ダムの押し付けを許すな！日本一の

清流を守り、山・川・海を住民の手に取り戻そう！」【式次第】 

NO 内容 発言者 
時間

(分) 

1 開会挨拶 中島 康（川辺川現地調査実行委員会） 5 

2 来賓・メッセージ紹介  5 

3 基調報告 中島熙八郎さん（熊本県立大学名誉教授） 10 

4 

球磨林業の歴史と現状

～流域治水の議論に向

けた森林問題の共有化 

佐藤宣子さん（九州大学大学院農学研究院教

授） 
50 

5 

川辺川ダムでは、水害

を助長するばかりか、自

然を破壊するだけだ！ 

田中信孝さん（熊本大学 地方自治法 非常勤

講師） 
50 

6 

どんなダムでも、やっぱ

りダムはいりません！

（住民発言） 

林通親さん、吉村勝徳さん、隈部直一さん 20 

7 集会宣言文提案 関根喜美子さん 5 

8 閉会挨拶 茂吉 隆典（川辺川現地調査実行委員会） 5 

【講師プロフィール】 

中島 熙八郎（なかじま きはちろう） 熊本県立大学名誉教授（京大論工博）、くまもと

地域自治体研究所理事長。1947 年 1 月 26 日大阪市生まれ。京都大学大学院工学

研究科建築学専攻博士課程単修。熊本県立大学環境共生学部教授（2012 年 3 月、

定年退職）。専門は農村計画学（建築系）。『戦後における京都府政の歩み』、『図説

集落－その空間と計画』、『西山夘三の住宅・都市論』、『選良たちの宴から住民の自

治へ』、『脱ダムヘの道のり』（いずれも共著）他。 

佐藤 宣子（さとう のりこ） 1961 年福岡県生まれ。九州大学農学部林学科卒、大学

院農学研究科博士課程（林業学専攻）修了。農学博士。大分県きのこ研究指導セン

ター等を経て、2007 年から、九州大学大学院農学研究院教授。九州の農山村のフィ

ールドワークを通じて、山村の暮らしと森林政策のあり方を論じてきた。九州森林学会

会長、NPO 法人九州森林ネットワーク理事長。著書に『地域の未来・自伐林業で定住

化を図る～技術、経営、継承、仕事術を学ぶ旅～』、『林業新時代：「自伐」がひらく農

林家の未来』（編著書）など。 



集会宣言文 

 国土交通省と熊本県は 8 月 9日、流水型ダムを中心に据えた球磨川水系河川整備計画

を正式に策定しました。公聴会やパブリックコメントなどで示されてきた流域住民や県民

のダム反対の意思を無視した暴挙です。 

流水型ダムであっても、命と清流は守れません。ダムによる治水効果は極めて限定的で

あり、想定外の降雨には対応できず、緊急放流の危険性があります。また、他の流水型ダ

ムの事例から明らかですが、流水型ダムであっても川の環境は破壊されてしまいます。 

住民らは、一昨年の豪雨災害発生以降、行政側に対して豪雨災害の共同検証を求め続け

てきましたが、行政側は拒否し続けました。これでは、整備計画が豪雨災害の検証結果を

踏まえて策定されたものかどうか判断できません。 

水害被災者を始めとする流域住民には、これまでの体験からダムに対する強い拒否感情

や疑問があります。行政側は住民への説明は行ってきたと言っていますが、これまでその

ような思いや疑問を抱く住民に対して、納得のいく説明は全くありませんでした。 

２００８年の熊本県知事のダム白紙撤回宣言以降、行政側はダムによらない河川整備を

検討する素振りを見せながら、実際には、それは川辺川ダムを前提とするものでした。こ

れは住民に対する重大な裏切り行為です。 

今回の豪雨災害は、山林保全や河川改修など行政が本来行うべき事業を怠ったために引

き起こされた災害です。ダムで解決できる問題ではありません。にもかわわらず国交省の

ダム推進派や熊本県は住民にダムを押し付けようとしています。これは、ただ川辺川ダム

を造りたがっているだけであり、住民に受け入れられる治水対策を実施するつもりがない

ことは明らかです。形だけは法に基づいたように進められていますが、実質的に住民の声

を無視して策定された今回の整備計画など私たちは到底、受け入れる訳にはいきません。

私たちは、この整備計画を断固拒否するとともに、流水型川辺川ダム計画の中止と住民が

望む山林の保全、ダムによらない河川整備の実現を、自分たちの手で勝ち取るまで闘い続

けることを宣言します。 

2022年 9月 4日 第 26回 清流川辺川現地調査集会 参加者一同 
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真備町水害弁護団からのメッセージ 

私は、真備町水害弁護団事務局長をしている、弁護士の賀川進太郎です。 

本日は、川辺川現地調査実行委員会の集会が行われているということで、充

実した議論がなされることと存じます。我々は、現在、水害訴訟を提起し、

戦っております。共に、頑張っていきましょう。 

鬼怒川水害訴訟原告団からのメッセージ 

判決は一部勝訴しましたが、基本的には大東水害訴訟最高裁判例にあるよ

うに国民（被災者）の為の判決というよりも、国を擁護する判決になりまし

た。若宮戸は住民を水害から守ってくれた自然堤防を掘削すると言う、前代

未聞の行為を許してしまった国に対し、さすがに司法も国を擁護出来なかっ

たと言う事と思います。 

国を擁護した一審の上三坂地区の判決は不当判決です。よって 20 数名が

控訴しました。 

司法は国の為ではなく、国民の為にあるべきと思います。行政も国民の為

にあるべきです。国はダムでは水害を守れないことを認め、流下能力をあげ

る河川行政に変わって下さい。国民の生命と財産を真剣に守ってください。 

ダムは不要です。河道の浚渫や堤防整備、土砂の流入を防ぐと言った対策

を重点に行う事が河川行政です。 

川辺川を守る県民の会の皆様も頑張ってください。私たちも闘います。協

力して国の河川行政を変えていきましょう。 

             鬼怒川水害訴訟原告団共同代表 片倉一美 
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2022年9月4日（第26回 清流川辺川現地調査）

於：相良村総合体育館研修室＋オンライン

球磨林業の歴史と現状
～流域治水の議論に向けた森林問題の共有化～

1

九州大学大学院農学研究院

森林環境科学講座・森林政策学分野

教授・佐藤宣子

本日の話題提供

1．全国木材需給と近年の森林・林業政策

2．球磨地域の森林資源の特徴と林業の歴史

藩政期、明治・大正期、高度経済成長期

文献紹介と2005（H17）年時調査

＊再造林放棄地の土砂流出研究の紹介

3．球磨川流域の森林問題の所在

4．環境に配慮した林業に向けた取組み

・熊本県の林業ガイドラインの取組

・自伐型林業への注目

2

1

2
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1－1．木材需給と自給率の推移

出典：「令和3年度 森林・林業白書」
（http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/25hakusyo_h/all/a47.html）

2020年
41.8%

2002年
18.8% 

1964年
林業基本法

2001年
森林・林業基本法

コロナショック＋ウクライナ侵攻
→木材価格急騰！

生産増だが価格低迷

3

外部環境の変化

✓ 気候変動：災害リスクの高まり

→土砂・流木災害、洪水、風害、干害

✓ 経済活動：林業活動の活発化と集中

✓ 制度政策：2014年「主伐・再造林」推進

→齢級構成の平準化＋温暖化対策

山地災害の都道府県別被害額（R2年度）
（出典：林野庁（2021）「治山のしおり」3p）

地域別の素材生産量変化
（出典：林野庁（2021）「R2年度森林・林業白書」119頁

九州は災害リスク軽減と林業（伐採）振興の
両立、バランスを必要とする最前線

4

1－2．地域別素材生産量の変化と山地災害リスク

3

4

http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/25hakusyo_h/all/a47.html
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1－3．2000年以降の国の森林政策の流れ

1998年：森林法改正（市町村森林整備計画制度の拡充）

2000年：緊急間伐五カ年対策創設

2001年：林業基本法から森林・林業基本法へ

森林法改正（伐採届への伐採後の造林計画の追加等）

2002年：地球温暖化防止森林吸収源十カ年対策策定（主に切捨間伐）

2004年：森林法改正（特定保安林制度）

＊2005年：熊本県「水と緑の森づくり税」導入

2008年：京都議定書第一約束期間開始、間伐等特別措置法

2009年：森林・林業再生プラン（搬出間伐推進、自給率50％）

2011年：森林法改正（森林経営計画制度、更新伐助成開始）

2014年：森林整備保全事業計画：齢級構成平準化＝主伐・再造林推進

2016年：森林法改正（伐採及び伐採後の造林状況報告、林地台帳作成・公表）

2018年：森林経営管理法制定、 2019年：森林環境譲与税の配分開始

2019年：国有林野管理経営法制定：樹木採取権制度の導入

5

現行の森林計画制度の体系

http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/si
nrin_keikaku/pdf/taikeizu24.pdf

農林水産大臣

知事

市町村

認定
（森林所有者等）

1964年林業基本法→2001年森林・林業基本法

6

全国158流域

5

6
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図 球磨川計画区の人工林（スギ・ヒノキ）齢級別面積構成

出典：球磨川地域森林計画（2017年）、7頁。

2－1．球磨川流域の森林資源の特徴

1齢級＝5年

➢ 高い森林率（81.5％）と人工林率（66.0％、民有林では69.2％） *全国4割、九州6割
➢ 人工林で9～12齢級の比率高い
➢ 民有林10.2万ha（82％）、国有林2.3万ha（18％）
＊民有林のうち個人有は3.5万ha、自治体有・共有・会社有・公社＋旧公団有が多い

➢ 保安林率 国有林の88.1％、民有林の55.7％
＊水源涵養保安林が87.8％、土砂流出防備保安林が11.9％

7

再造林放棄地
分布図

（1998-2002年）

放棄地
再造林地

再造林放棄地
・九州山地に沿って多数分布
・英彦山周辺

・日田周辺
（日田市，星野村，矢部村，
前津江村，中津江村，上津江村）

・椎葉村
↓

伐採地は多いが，放棄地は
少ない

資料提供：村上拓彦氏
（村上ら、2007)

8

7

8
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2000年代前半からの球磨地域の
大面積皆伐・再造林放棄（未植栽地）問題

写真：球磨村内の皆伐地（2005年４月、8月）左：熊日新聞提供、右：佐藤撮影

全国に先駆けて主伐（皆伐）時代を迎えた九州・
球磨地域
・資源の充実
・林業が地域の重要産業
・低価格でも生産しうる素材生産費の安さ
機械化＋賃金の安さ→コスト重視の荒い施業

どうして大面積皆伐が簡単に起るのか？？

9

球磨村再造林放棄地位置図

資料：球磨村森林組合作成・提供（2005年）

2ha以上の再造林放棄地
を抽出

10

9

10
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2005年当時の最大皆伐地周辺の地番図

日本の森林問題
「私有林の小規模・分散的な所有構造」？
（令和3年度森林・林業白書109頁）

森林所有を知るためには
歴史が必要

11

2－2．球磨地域の造林と所有の歴史

出典：松本雅明編（1985）「日本歴史地名大系・熊本県の地名」平凡社

人吉藩

飫肥藩

人吉藩の位置

12

11

12
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人吉藩の林政1（塩谷勉（1959）392頁より）

• 山岳重畳し耕地に乏しく従って石高も面積の割に少なかった。

• 原始林の豊富な蓄積と良質の木材とは当藩の大きな特色であり、
又財源ともなった。

• 特に松の良幹は著名・・杉檜についても既に元和の頃から築城用材
や船艦用材として藩外に搬出・・・球磨川の水運が大きな役割を果
たした。

• 歴代の藩主は林政に力を致し、保護を厳にし、屋敷内の立木伐採
にも厳しい制限があったと共に、造林を奨励した。

• 樹種はスギ、扁柏（へんぱく：ヒノキ）、桐、松、雑木、竹類に及ん
だ。

13

人吉藩の林政2（塩谷勉（1959）392～394頁より）

• 江戸前期における造林奨励の方法

①専ら夫役労働（1628年～）役人が選定した土地に、春の一定
日、村の住民総出で武士（徒士以下）も百姓も。「春定指杉」

②「科代指杉」 森林の盗伐者や川舟代上納不正などの者に刑罰の
一種として課した。20本～2千本。「人吉藩程徹底的に行われたものを
見ない」

③「御奉公指杉」（檜含む）謝恩のため（無税で焼畑を許された、
足軽から徒士に取り立て、領主の祖先祭祀・・・）

「百姓武士を問わなかったが、一般百姓は少なかった」

④「年限畑」 農民が許可を得て藪地や伐跡を開いて3-5年農作物
を栽培して後、跡地に必ず杉や松を生育させる

あらゆる機会を捉えて造林に努めた・・・木材の領外流通が盛んになると
さらに奨励 木材を外貨獲得のために流域外に販売

14

13

14
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人吉藩の林政3（塩谷勉（1959）395～400頁より）

• 江戸中期以降における造林奨励の方法

 七歩三指杉・檜（1719年以前～）7官3民（一部五官五民
）の部分林

・その占有が藩、村、自然の何れに属するとを問わない

・適地を選定して藩庁に願い出て、杣方役所が農耕他差し支えの

有無を調べて許可

・保護管理、火災予防は造林者が担当

・分収権の譲渡は容認

・成木は年数ではなく大体三～四尺（90cm～120ｃｍ）廻以

上が目安

・当初は現物分収→安永年間（1772-1781）に代金分収へ

・通観して・・主として小知、徒士、郷士その他苗字を有する者達で
あり、百姓はごく小部分に過ぎなかった。

15

明治期（塩谷勉（1959）395～400頁より）

• 明治4年 一部の士族授産地、薪材採取用の山林（村持山）の
他は、分収関係の存在を理由に、造林地すべて官林へ

• 明治5年 八代県、白川県参事の連名、その後熊本県当局が大蔵
省へ度重なる熱烈な伺や出願

「官山となった少なからぬ造林地が、多くは人民の労費によって成り、保
護警戒も地元の者がやって来たところ・・・林産物も官民共利の慣行に
あった故、慣行を存続されたい」

• 明治14年 球磨郡長が熊本県令に人吉藩の部分林の箇所、施行
の顛末証拠書類絵図面を提出、官林簿削除と民有に組換許可願

• 明治18年5月5日 一部例外を除き、6月から全て許可

地元に取り戻した山林！＝民有林

16

15

16
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写真でみる球磨林業地の興隆

写真提供：熊日写真ライブラリー

中球磨木材市場開設時の材木市（免田町）
（1964年）

国鉄人吉駅（1959年）

球磨川の筏流し（1938年） 人吉銘木市場（1954年）

17

広葉樹利用

写真はどちらも人吉市：昭和20年代

（写真：「年輪」より）

18

17

18
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木材搬出 木馬（きんま）

木で作った橇状の枠に木を乗せて、丸太を並
べた上を滑らせて、木を下ろしてくる。
丸太を並べた道を木馬道（きんまみち）と呼ん
で、人の往き来などにも便利に利用していた。

昭和20年代：多良木

（写真：「年輪」より）

19

戦後の人工林率の変化（1960年-2020年）

資料：1960年農林業センサスおよび令和2年度熊本県林業統計より作成。

戦前から高い人工林率、戦後の拡大造林で1.5倍
低位だった五木村と山江村では2倍以上

注：国有林と民有林を合わせた数字。

20

19

20
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球磨村再造林放棄地位置図

21

最大皆伐地周辺の地番図

22

21
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再造林放棄地の現所有状況

箇所名
伐採面
積

地番
数

現所有者の所在地 現所有者の属性

登記後
の所有
権

移転回
数

備考

A 96.3
13→
１

県外（和歌山県） 法人（木材関連） ４１
もともと８人の共有、戦後村外へ持分売却、
1953年(s28)に現所有法人の先代社長購入、
根抵当件設定

B 29.0 1 県外（鹿児島県） 法人（木材関係） ８ 2001(H13）に購入、2006（H18)に保安林指定

C 27.0 1 村外・県内（熊本市） 法人（木材関係） １０
2004（H16)県外４名の共有者から持分全部購
入、保安林の許可面積以上の伐採

D 21.1 2 村外・県内（芦北） 個人 ２６
1988(S63）に購入、保安林指定(2004）公団造
林予定

E 21.0 1 村内 個人５人の記名共有 ７ 同一集落内、相続6・売買2件

F 16.7 1 県外（福岡県） 個人 １５
2003(H15）に共有者全員から買取、2005
（H17)現所有者に転売

G 14.0 2 村内 個人 ３１，２７ 2000(H12）に共有者全員の持ち分権を購入

H 13.8 2 村内５人、村外１人（隣市） 個人６人の記名共有 ７ 相続・贈与４件、売買３件

I 10.2 3
村外・郡内、村外・県内、
県外（福岡県）

個人２人と法人（木材関
係）
３者の記名共有

２５

J 9.4 1 県外（福岡県） 個人 １３ 2002,03,04年に転売

K 8.0 1 村内 個人 ０ 1989(H元）入会林野法12条規定による登記

L 6.4 1 村外・県内（熊本市） 法人（食品関係） ３ 2001(H13）に購入

M 2.4 1 村内 個人 １２ 2000(H12）に共有者全員持ち分権を購入

N 2.0 1 村内 個人 １４ 2000(H12）に共有者全員持ち分権を購入

資料：土地登記簿謄本（2006年２月取得（電算化分）、2006年３月取得（電算化前分）記載事項より作成。 23

2．球磨地域の造林と所有の歴史

１）江戸初期から藩の政策で造林展開、木材収入の重要性

２）明治の登記時点から数十haの所有単位も

３）明治期から持分権が村外へ売却されている事例も

（明治初期に地元所有に取り戻した森林が外部へ）

４）2000年代前半の再造林放棄地の多くは、地元以外の所有者

５）木材だけではなく林地の売買が多い

明治末、1950～60年代と2000年以降に所有権移動

→近年の国産材需要増による伐採増加の中で

＋伐採方法の変化

＋シカによる食害（下層植生のない森林、再造林困難化）

森林の保水力に重要な土壌流出、土砂災害リスクの増加
24

＜2005-2006年調査のまとめ>

23

24
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出典：熊本県林業統計要覧（R2年度版）、114頁
（元資料は農林水産省「木材需給報告書」）

熊本県の素材生産量の推移（針葉樹・広葉樹別）

105万m3

25

車両系

架線系

出典：林野庁内HP (https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/kikai/daisuu.html）

2002年

26

25

26

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/kikai/daisuu.html
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出典：林野庁内HP「高性能林業機械とは」 https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/kikai/kikai.html

主な高性能林業機械

27

出典：林野庁「令和3年 森林・林業白書」135ページ

長期的な製品および丸太価格の推移

28

27

28
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出典：林野庁「令和3年 森林・林業白書」93ページ

長期的な山元立木価格（森林所有者の手取り）の推移

29

再造林の放棄、無秩序な
伐採の経済的背景

＊最大皆伐再造林放棄地（96ha）での土砂流出研究紹介
（寺本・岡・下川ら（2015））

• 2002年にスギ40年生で皆伐、再造林なし、作業道（集材路）3ｍと4ｍ
が高密に設置、粗放な構造、保全対策なし

• 伐採跡地斜面調査（1963年、68年、77年の空中写真判読と2007年、
08年現地調査）、2007年段階で根系は腐朽

• 30度以上の急傾斜面（60％）で伐採前に表層崩壊が発生

• 伐採後5年間の浸食・崩壊はすべて道起源

①盛土法面の崩壊が土砂量の60％

②切土法面の浸食38％→6年目は95％

③路面の浸食2％

• 幅員4ｍと幅員3ｍでは生産土砂量が大きく異なる

4ｍが3ｍよりも約19～26倍多い

• 年生産土砂量

伐採前 約980m3／km2・年

伐採後5年平均 16,960m3／km2・年（約17倍）

伐採後6年目 1,170m3／km2・年 30

29

30
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シカ害被害の増加

出典：熊本県自然保護課（2020）26頁、19頁

推定生息頭数（階層ベイズ法）

*2000年→2014年 減少
2014→2019年 激増

31

シカによる食害（伐採後の天然更新状況）

様々な樹木が更新アセビのみが更新

九州大学宮崎演習林（椎葉村）

2014 Y. Shiiba (64)1981 Y. Shiiba (31)

スライド提供：菱拓雄氏

森林の長期モニタリング例～シカの影響による森林生態系の変化～

32

31

32
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4．環境に配慮した林業に向けた取組み（都道府県）

• 南九州4県連携による森林の新たな無断伐採防止対策（2022年
3月～）下記の情報共有
・市町村長が指導、勧告または命令を行った無断伐採や無届伐採

・森林窃盗罪で起訴

・新聞やネットニュース等で報道された無断伐採

• 熊本県における「森林所有者及び林業者のための、林地保全に配
慮した林業のガイドライン」（2022年4月）：自主的取組
・図面・現地（植生や樹木の形状）で危険地形を見つけ、災害

発生の危険性に応じた林業を行うためのポイント

・県全域の閲覧可能

・施業方法：皆伐によらない施業、崩壊発生源を避けた伐採

・道づくり：架線による木材搬出、崩壊発生源を避けた道づくり

、丸太組みや路面排水の設置

・皆伐後の適切な植栽 ＋ 森林所有者への説明

33

熊本県の林業のガイドライン

出典：熊本県森林整備課（2022）5頁 34

33

34
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4．環境に配慮した林業に向けた取組み（民間レベル）

全国に広がる自伐型林業：自伐林家が少ない球磨川流域でも

写真提供：宮崎聖氏（四万十市）

収入確保
・低投資＝小型機械
・伐倒技術に応じた収入
環境保全
・間伐・長伐期
・小面積皆伐
・幅員の狭い
壊れない道づくり
・獣害対策←定期的に山に入る
・環境に負荷をかけない配慮
（四万十川を守りたい）
福祉
・高齢森林所有者の話相手

35

自然科学者による自伐林業地調査（強度間伐と長伐期多間伐地の比較）
～徳島県那賀町 橋本光治氏山林～

出典：田村（2020）「自伐林業による森づくりをとおした洪水の抑制」GIJ2020発表資料より

✓ 全ての確率年で橋本林業地
の洪水ピーク流量が小さい

✓ 10年確率雨量では、約17％小
さく、発現も2時間遅れる。

36
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佐藤宣子「地域の未来・自伐林業で定
住化を図る～技術・経営・継承・仕事術
を学ぶ旅」

全国林業改良普及協会刊
（2020.7.20）436ページ

◆林業の専門雑誌『現代林業』に連載40
回分（2016年９月～2019年12月）の現場報告
（会話形式）と考察文を取りまとめた本

◆全国17箇所、約200名を対象にした自
伐林家、自伐型林業者

◆「です・ます調」

本の表紙

37

さいごに：書籍紹介

ご清聴ありがとうございました。
発表の機会を与えていただき感謝申し上げます。
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